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 H I V 感染者の硅 害 認定等に係るプライバシー 保証等について 

ア H I V 感染者の身体障害認定については、 平成丁 0 年 4 月 1 日に施行されて 以来、 

まもなく 8 年目を迎えようとしている。 

H I V 感染者が安心して 障害者に係るサービスを 利用できるようにしていくため 

には、 各種福祉サービスの 窓口業務に携わる 職員を始め、 一般の行政窓口において 

も、 H I V 感染者への理解を 深め、 プライバシ一の 保護に配慮した 適切な対応を 行 

ぅ ことが重要であ る。 

イ このことに関しては、 国と「 H I V 弁護団・原告団」との 協議の中でも、 各自治 

体が 、 それぞれの職員に 対し、 職種を超えて 広く研修会等を 継続的に実施すること 

により、 周知登底を図ることについて 要望を受けているところであ り、 各自治体の 

障害福祉部局の 窓口にとどまらず、 一般行政窓口においても、 H I V 感染者をはじ 

めとする障害者のプライバシー 保護等について 十分留意されるよ う 、 関係部 課 ・ 関 

僚機関に対する 助言をお願いいたしたい。 

ヴ また、 身体障害者手帳 の交付を受けた HI v 感染者に対しては、 手帳 により利用 

できる福祉の 制度・サービスのみならず、 就労・障害年金等、 障害者に係るそれ 以 

外の制度・サービスについても、 それぞれの制度や 相談機関等の 情報提供等の 対応 

ほ ついてお願いいたしたい。 

ェ さらに、 身体障害者福祉法に 基づく更生医療を 受ける指定医療機関は、 原則とし 

て 1 つの障害につき 1 つの指定医療機関で 対応することとしているところであ る 

が、 H I V 感染者のように、 受給者がおかれている 個々の治療状況に 応じて、 1 つ 

の 指定医療機関だけで 対応することが 困難であ ることに対してやむを 得ない理由が 

あ り、 当該医療機関間で 十分な連携を 行 う ことが可能であ れば、 複数の指定医療機 

関 で対応することも 可能であ るので、 関係機関に対して 周知をお願いしたい。 

2  陣害者ケアマネジメント 体制支援事業 は ついて 

ア 障害者ケアマネ 、 ジメント体制支援事業は、 地域に暮らす 障害者のニーズに 即した 

地域生活を支えることを 目的として、 障害者ケアマネ 、 ジメントの普及並びに 各自治 

体 における障害者ケアマネ 、 ジメント体制の 整備を目指して 実施してきたところであ 

る。 
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イ 障害者ケアマネジメントについては、 各自治体や障害者団体等より、 位置付けの 

明確化や制度化等の 要望を受けてきたところでもあ り、 今回の通常国会に 上程した 

「障害者自立支援法 ( 仮称 ) 」において、 「市町村を基礎とした 障害者相談支援体制 

の 確立」を目指しており、 障害者ケアマネジメントの 手法を取り入れた 相談支援体 

制の充実を図ることとしている。 

ウ このような中、 本事業については、 制度改正も踏まえ 平成 1 7 年度も継続的に 実 

施することとしている。 特に、 障害者ケアマネジメント 従事者研修については、 本 

年度の国の研修において 3 障害合同の演習を 行 う などの取り組みを 行ったところで 

もあ り、 また、 平成 1 7 年度は制度改正に 対応した内容を 加えることを 想定し、 で 

きるだけ早朝に 要綱等をお示しすることとしているので、 各都道府県等におかれて 

は 今後の制度改正の 動きを踏まえつっ 、 国の研修内容に 準じた準備並びに 実施をお 

願いいたしたい。 

ェ なお、 新法施行の中で、 障害者ケアマネジメント 従事者の質の 向上や人材養成に 

ついては、 相談支援体制の 充実において 非常に重要であ ることから、 各都道府県が 

実施する地域生活支援事業に 位置づけているところであ る。 
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$ き別 児童扶養手当等について 

( 1 ) 手当額の改定について 

特別児童扶養手当、 特別障害者手当、 障害児福祉手当及び 福祉手当 ( 経過措置 

分 ) の 額については、 物価の変動に 応じて自動的に 額を改定するに 動物価スラ 

イド制」がとられている。 

平成 1 1 年以降、 毎年、 消費者物価指数は 低下しているが、 平成 1 2 年度から 

平成 1 4 年度の 3 年間は、 公的年金と同様、 社会経済情勢に 鑑みて特例措置によ 

0 手当額を据え 置いてきたところであ り、 平成 1 5 年度及び平成 1 6 年度につい 

ては、 平成 1 1 年から平成 1 3 年の 3 年間の消費者物価下落 分 ( マイナス 1. 7 

%) は 反映させず、 それぞれ直近 1 年間の消費者物価下落 分 のみの額の改定を 行 

と う う 公的年金と同じ 取扱いとしてきたところであ る。 

平成 1 7 年度以降は、 物価が上昇した 場合には、 手当額を据え 置き、 物価が下 

落した場合には、 物価スライドにより 引き下げることにより、 段階的に特例措置 

分 (1 . 7%) を解消することとする 予定であ る。 ( 当該内容の法案が 本年 2 月 

4 日に国会へ提出され、 年度内に成立する 見込みであ る。 ) 

( 現 行 ) ( 平成 17 年 4  月～ ) 

特別児童扶養手当り 級 )  5 0, 9 0 0 門 づ 据 え 置 き 

(2 級 )  3 3, 9 0 0 日 づ 据 え 置 き 

特別障害者手当 2 6, 5 2 0 円 づ 据 え 置 き 

障害児福祉手当 Ⅰ 4, 4 3 0 円 づ 据 え 置 き 

福祉手当 ( 経過措置 分 ) 1 4, 4 3 0 円 づ 据 え 置 き 

( 参 考 ) 障害基礎年金 1 級 ( 月額 )  8 2, 7 5 8 円 づ 据 え 置 き 

障害基礎年金 2 級 ( 月額 )  6 6, 2 0 8 円 づ 据 え 置 き 

手当額 は ついては、 事務処理に遺漏のないよう 万全を期されるとともに、 管内市 

町村・関係機関への 周知をお願いしたい。 
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(2) 所得制限限度額 は ついて 

特別児童扶養手当、 特別障害者手当、 障害児福祉手当及び 福祉手当 ( 経過措置 分 ) 

0 所得制限限度額 は ついては、 最近の勤労者所得が 伸びていないことから、 障害基 

礎年金等の公的年金と 同様に据え置く 予定であ るので了知されたい。 

本 人 

特別児童扶養手当 (4 人世帯・年収 )  770 ， 7 万円 づ 据え置き 

そ の 他 (2 人世帯・年収 )  565.6 万円 づ 据え置き 

扶養義務者等 (6 人世帯・年収 ) 954.2 万円 づ 据え置き 

(3) 特別児童扶養手当事務取扱交付金について 

特別児童扶養手当事務取扱交付金については、 「特別児童扶養手当等の 支給に関 

する法律に基づき 都道府県及び 市町村に交付する 事務費に関する 政令 ( 昭和 4 0 年 

政令第 2 7 0 号 ) 」に基づき交付されているところであ るが、 平成 1 6 年度事業実 

続報告及び平成 1 7 年度当初交付申請に 係る都道府県と 市町村の事務費単価は 以下 

の額となるので、 了知されたい。 

1 5 左戸 圧麦 麦 1 6 年度 

  政令第 1 条第 1 号に規定する 額 2, 2 9 7 円 づ 2, 3 2 6 円 

  政令第 2 条に規定する 額 1 , 4 4 2 円 づ 1 , 4 5 8 円 

(4) 制度の適正な 運営等について 

特別児童扶養手当等の 制度については、 従来より適正な 運営をお願いしていると 

ころであ るが、 都道府県の認定事務等において、 以下のような 不適切な取り 扱いが 

見られた。 

  有期認定の際の 額改定事務において、 

①増額改定の 場合、 受給者が増額の 申請を行っていないにもかかわらず、 職権 

にて事務処理している 事例 

②減額改定又は 受給資格喪失の 場合、 減額改定日又は 受給資格喪失日を 診断書 
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の 診断 口 ではなく有期満了壱としている 事例 

  施設入所、 対象児童の死亡等に よ る資格喪失の 把握が適切に 行われておらず、 

過払いとなっている 事例 

  認定請求書の 受理から認定までの 期間が、 長期間 (2 ケ 月以上 ) に及んでいる 

事例 

立 """""   障害認定に当たって、 診断書の記載内容に 不備があ る場合や、 申請に係る障 告 

分野の専門医が 作成したものではない 診断書によって 認定が行われている 事例 

各都道府県においては、 制度の趣旨、 支給要件等について 十分理解のうえ、 適正 

な 制度運営を行 う とともに、 迅速な事務処理を 行 う よ う 努められたい。 

また、 管内市町村に 対しても、 適正な事務処理を 行 う よ う 周知登底力お 願いした 

レ 
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心身障害者扶養保険について 

心身障害者扶養保険制度については、 平成 7 年度に、 保険料の引き 上げ及び公 

費の投入などの 措置を講じた ( 第 3 次改正 ) ところであ る。 

心身障害者扶養保険制度の 財政状況については、 第 3 次改正以降も 厳しい状況 

にあ り、 また、 平成 1 7 年度が 5 年に一度の制度の 見直しの年にあ たることから、 

国としてもその 必要性も含めて 検討が必要と 考えている。 
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